
	1	 はじめに
溶接鋼管のなかでも電縫鋼管は、表面の肌が美麗であり形
状精度が良好で、鋼管の生産性は高いという様々な優れた特
長を有する。これまでに、電縫鋼管の素材や管の製造プロセ
スや溶接技術および品質管理技術は長年に渡る研究開発によ
り著しく進歩してきた。その結果、高品質な電縫鋼管が製造さ
れており、ラインパイプなどのエネルギー分野の鋼管や機械
構造用鋼管および一般配管などの幅広い用途に使用されてい
る。最近では、これまで以上に厳しい環境で使用できる電縫
鋼管が求められている。たとえば、寒冷地で使用される鋼管
や繰返しの塑性変形を受ける海底ラインパイプ用の鋼管には、
‒50℃の低温環境で十分な靭性を保持することが求められる。
図1に電縫鋼管の製造方法を示す。電縫鋼管は、鋼帯を円
弧状にロール成形して、その両端部同士を電縫溶接法により
溶接して製造される。電縫溶接法は、鋼帯の両端部に高周波
電流を流して両端部同士を加熱して端面を溶融し、端部同士
を加圧する溶接法である。加圧により外面と内面に生成する

溶接金属と熱影響部を含む余盛部は、一般的に、溶接直後に
刃物の工具を用いて連続的に切削される。電縫溶接部には、
溶接時に酸化物が生成することが知られている。これらの酸
化物により電縫溶接部の低温靭性が低下するために、寒冷地
や海底向けなどのこれまで以上に厳しい環境下では電縫鋼
管は使用されておらず、継目無鋼管やUOE鋼管が用いられ
ていた。そこで、極低温での電縫溶接部の靭性を向上させて、
さらに電縫溶接部の靭性を全長にわたり保証できる電縫鋼管
の開発を目的として、溶接部が母材と同等の低温靭性を有す
る電縫溶接技術の研究開発と、電縫溶接部の低温靭性を全長
にわたり保証する検査システムの研究開発を行った 1-15）。本
稿ではこれらの技術の特徴について解説する。

	2	 �電縫溶接部の低温靭性を�
母材と同等とする電縫溶接技術

電縫溶接実験により電縫鋼管を作製して、電縫溶接部を超
音波精密探傷試験法で非破壊検査を行ったのち、電縫溶接部
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図1　電縫鋼管の製造方法
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のシャルピー衝撃試験を行い、溶接部の低温靭性を調査し
た。種々の条件で実験した結果、低温靭性の低かった試験片
のみ板厚中央部の超音波のエコーが高くなることが判明し
た。この部分を切り出して、電子顕微鏡により断面を観察し
た結果、数μmのSi-Mn系の酸化物が存在した（図2）。板厚
の中央部に微小な酸化物が集積することにより電縫溶接部の
低温靭性が低下するという、電縫溶接部の低温靭性の低下原
因を明らかにした。
次に、電縫溶接時の加熱・溶接過程を調査した。図3に、電
縫溶接中の端面の加熱状態を観察した結果を示す 6,10）。加熱
の初期段階から角部のみ加熱されて板厚中央部は加熱されて
おらず、板厚方向に対して不均一に加熱した。溶接直前にお
いて、外面と内面は溶融するが、板厚中央部には空隙が存在
しており酸化物が存在した。
さらに、高速度カメラを用いて電縫溶接部を観察するとと
もに、電縫溶接部の有限要素解析モデルを構築して溶接部の

加熱・溶接挙動を調査した。その結果、溶接点の入側で管の
端面は完全に溶融することと、溶接時の加圧により、溶鋼は
管の上部に盛り上がり溶融池が形成される現象を明らかに
した（図4）2,4）。図5に電縫溶接部の加熱過程における管の内
部の温度分布の解析結果例を示す 3,10）。従来の電縫鋼管は、板
厚方向に不均一に加熱されており、とくに板厚中央部の温度
が最も低くなるとの知見を得た。酸化物の観察結果と合わせ
て、板厚中央部は加熱・溶融が不十分であるために酸化物は
排出されずに残存することを明らかにした。
これらの検討により、電縫溶接部の板厚中央部の酸化物が
低温靭性に影響を及ぼすことを把握した。したがって、電縫
溶接部の低温靭性を向上させるためには、電縫溶接時の溶鋼
と酸化膜の排出挙動を明らかにして板厚中央部の酸化物を排
除する溶接条件を見出す必要がある。そこで電縫溶接部の酸
化物の挙動についての数値解析モデルを構築した 4,5）。電縫溶
接部の温度分布を計算したのち、その温度分布を初期値とし
て、溶鋼の表面に存在する酸化物（FeO）の挙動を熱塑性流
動解析により求めた。その結果、図6に示すように、電縫溶接
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図3　電縫溶接実験による溶接部の加熱状況の把握

図2　 精密超音波探傷法による従来の電縫溶接部の酸化物分布と断面
観察結果

図4　電縫溶接現象の高速度カメラと数値解析による可視化

図5　電縫溶接部の管の内部の温度分布の数値解析例（管の断面図）
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部の端面の酸化物は加圧直後から、接合面を上部へ移動し、
時間の増加に伴い徐々に上部へ移動した 4,5）。加圧後には、大
部分の酸化物は余盛部の上部に分散して浮上したが、板厚中
央部にはモル分率比で約0.02の酸化物が残存することを数
値解析により明らかにした。本解析法を用いて、端面の温度
分布を変化させて酸化物の排出挙動を計算した結果、板厚中
央部の温度が高く、端面の温度分布が均一であれば、酸化物
は十分に排出されることを見出した。
次に、板厚中央部の酸化物を排除するための電縫溶接条件
について検討した。その結果、ロール成形条件と電縫溶接条件
を制御することにより、電縫溶接時に板厚方向に均一に加熱
して板厚中央部を充分に溶融させて溶接する技術を確立した。

様々な形状の鋼管について最も効果的に酸化物を排出できる
電縫溶接条件について調査した結果、図7に示すように、何れ
の板厚においても酸化物を低減できる溶接条件を確立した1）。
これらの研究開発を実機へ適用して、最適条件での電縫溶
接実験を行い、電縫溶接部の低温靭性を調査した。その結果、
溶接部に生じる酸化物が容易に排出されるようになり、電
縫溶接部の板厚中央部の酸化物は低減して（図8）、図9に示
すように電縫溶接部の低温靭性は著しく向上した 7）。シャル
ピー破面遷移温度が従来電縫鋼管では‒37℃であったのに対
し、開発技術を適用した鋼管では母材と同程度の極低温まで
高い吸収エネルギーを示した。電縫溶接部の低温靭性を母材
と同等とする電縫溶接技術の開発に成功した。

	3	 �電縫溶接部の酸化物の�
全長検査技術

従来、電縫鋼管溶接部の品質保証は、超音波斜角探傷法と、
シャルピー衝撃試験などの機械試験法により行われてきた。
前者は全長検査が可能であるが、検査の対象はミリメートル
オーダーの溶接不良や割れである。したがって、溶接部の靭
性の保証は抜き取りの機械試験により行われてきた。電縫溶
接部の靭性を全長にわたり保証できれば、電縫鋼管の信頼性
は飛躍的に高まる。そこで、低温靭性に影響を及ぼす酸化物
を、非破壊試験法により電縫鋼管の製造時に全長にわたり計
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図7　板厚中央部の酸化物を低減する最適な溶接条件　 図9　電縫溶接部の低温靭性

図6　電縫溶接部の酸化物の移動挙動の解析結果

図8　精密超音波探傷法による溶接部酸化物の観察例



測できる技術について研究開発を行った。図10に開発装置
の全体構成を示す。微小な酸化物の分布を検出する方法とし
て、点集束ビームタンデム超音波探傷法を開発した 7）。点集
束ビームはフェーズドアレイ技術と音響レンズを活用して
実現し、送受信に使用する振動子群を切り替えて高速に全肉
厚のスキャンを行うことで、移動する溶接部に対して全長で
全厚の測定を可能にした。この開発により、非破壊で電縫溶
接部を漏れなく検査して酸化物の分布を二次元的にマッピ
ングすることが可能になった。図11に、溶接条件を様々に変
化させて製造した電縫鋼管について本法による探傷を行っ
たのち、検査部位のシャルピー衝撃試験を行い、両者を対比
した結果を示す 7）。シャルピー衝撃試験の吸収エネルギー値
はエコー高さと良い相関があり、本法により、エコー高さか
ら低温靭性の吸収エネルギー値を評価できることを明らか
にした。
本点集束ビーム法による周方向の感度許容範囲は1mm程
度しかなく、製造中に数ミリメートル以上の揺動幅を持つ
シーム部を安定にオンラインで連続検査するためには、高精
度なシーム追従技術を開発した 7,14）。これらの研究開発によ
り、点集束ビームタンデム超音波探傷法によるフェーズドア
レイ超音波探傷技術を確立して、オンラインでの電縫溶接部

品質の溶接部全断面全長におけるリアルタイム計測を可能
にした。

	4	 開発鋼管の機能と性能
ラインパイプは敷設から実用まで、長期間にわたり安全にそ
の機能を発揮することが求められる。そのため実管での変形･
破壊挙動の特性調査が重要であり、こうしたデータが使用環
境・操業条件に応じた最適な製品の採用と健全性確保を支え
ている。開発鋼管が低温環境でも脆性破壊を起こさないことを
確認するために、電縫溶接部に人工切欠きを付与した実管を
用いて低温水圧バースト試験を最も厳しい設計温度を想定し
た-45℃で行った7,15）。図12に試験結果を示す。図中の2本の
線は従来から用いられているUOE鋼管をベースとした破壊限
界内圧の予測式である。開発鋼管の破壊圧力は予測式に比べ
十分に高く、また切欠き底から延性き裂が発生･貫通するリー
クモードを示すことから、UOE鋼管と同様に極低温での使用
においても大規模な破壊は発生しないことが実証されている。
また、実管の電縫溶接部に初期ノッチを入れて、局所的に
‒130℃に冷却して脆性亀裂を強制的に発生・亀裂伝播させ
た結果、電縫溶接部から進展した脆性亀裂は約200mmで母

5439

溶接部の低温靭性に優れる電縫鋼管の開発

図11　電縫鋼管溶接品質の非破壊評価結果

図10　電縫溶接部の非破壊検査装置の全体構成 図12　実管低温水圧バースト試験結果



材側にそれて延性亀裂に遷移して伝播停止した。以上の結果
より、開発鋼管は溶接部の脆性亀裂伝播停止特性が高いこと
を実証した。

	5	 おわりに
極低温での電縫溶接部の靭性を保証できる信頼性の極めて
高い電縫鋼管を目標に、電縫溶接技術と非破壊評価技術の研
究開発を行った。その結果、電縫溶接部の低温靭性を母材と
同等とする電縫溶接技術を確立して、低温靭性に影響を及ぼ
す電縫溶接部の酸化物を全長検査する品質保証技術を開発し
て実機化した。
開発鋼管を適用することにより、高い安全性の求められる
ガス・石油用のラインパイプが経済的かつ効率的に敷設する
ことが可能となった。現在、アラスカなど極低温環境におけ
るパイプラインやリールバージ工法による北海海底パイプ
ラインなどに市場が拡大している。また、本技術開発により、
電縫溶接技術や超音波検査技術などの分野において技術革新
がなされた。これらの技術により、極低温環境用だけでなく、
高圧ガス用鋼管や高強度厚肉鋼管、耐腐食性鋼管などへの発
展が期待できる。
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